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昭和53年住宅統計調査 分類一覧
※特段の記述のない限り、総数には不詳を含み、対象外を除きます。
※ここでいうむね数とは、「居住世帯のある建物」のむね数です。

（1）建物に関する事項

1 建物の種類 4 腐朽破損の程度

3区分 4区分
総数 総数
寄宿舎・下宿屋 修理を要しない
旅館・宿泊所 小修理を要する
その他の建物 大修理を要する

危険又は修理不能

2 建物の構造
5 1むね内住宅数

5区分
総数 8区分
木造 総数（長屋建及び共同住宅）
防火木造 5住宅未満
ブロック造 5～9住宅
鉄骨・鉄筋コンクリート造 10～19住宅
その他 20～29住宅

30～39住宅
40～49住宅

3区分 50～99住宅
総数 100住宅以上
木造 1むね当たり住宅数　
防火木造
非木造 6区分

総数（長屋建及び共同住宅）
5住宅未満

2区分 5～9住宅
総数 10～19住宅
木造 20～29住宅
非木造 30～39住宅

40住宅以上
1むね当たり住宅数　

3 建物の階数
7区分

9区分 総数（長屋建及び共同住宅）
総数 10住宅未満
1階 10～19住宅
2階 20～29住宅
3階 30～39住宅
4階 40～49住宅
5階 50～99住宅
6～7階 100住宅以上
8～10階 1むね当たり住宅数　
11～14階
15階以上 5区分

総数（長屋建及び共同住宅）
10住宅未満

4区分Ａ 10～19住宅
総数 20～29住宅
1階 30～39住宅
2階 40住宅以上
3～5階 1むね当たり住宅数　
6階以上

4区分Ａ
総数（長屋建及び共同住宅）

4区分Ｂ 5住宅未満
総数 5～9住宅
1～2階 10～19住宅
3～5階 20住宅以上
6～10階 1むね当たり住宅数　
11階以上

4区分Ｂ
総数（長屋建及び共同住宅）

2区分 2住宅
総数 3住宅
1階 4住宅
2階以上 5住宅以上

1むね当たり住宅数　
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3区分 8区分Ａ
総数（長屋建及び共同住宅） 総数（住宅）
50住宅未満 持ち家
50～99住宅 借家
100住宅以上 公営の借家
1むね当たり住宅数　 公団・公社の借家

民営借家（木造・設備専用）

（2）住宅に関する事項 民営借家（木造・設備共用）
民営借家（非木造・設備専用）

6 居住世帯の有無 民営借家（非木造・設備共用）
給与住宅

8区分
総数
居住世帯あり
同居世帯なし
同居世帯あり
同居世帯1世帯 7区分Ａ
同居世帯2世帯以上 総数（住宅）

居住世帯なし 持ち家
一時現在者のみ 借家
空き家 公営の借家
うち別荘など二次的住宅 公団・公社の借家
建築中 民営借家（木造・設備専用）

民営借家（木造・設備共用）
民営借家（非木造）

5区分 給与住宅
総数
居住世帯あり
同居世帯なし 7区分Ｂ
同居世帯あり 総数（借家）
居住世帯なし 公営の借家
一時現在者のみ 公団・公社の借家
空き家 民営借家（木造・設備専用）
建築中 民営借家（木造・設備共用）

民営借家（非木造・設備専用）
民営借家（非木造・設備共用）

2区分 給与住宅
総数
居住世帯あり
居住世帯なし 6区分

総数（住宅）
持ち家

7 住宅の種類 借家
公営の借家

3区分 公団・公社の借家
総数 民営借家（設備専用）
専用住宅 民営借家（設備共用）
農林漁業併用住宅 給与住宅
店舗その他の併用住宅

5区分Ａ
2区分 総数（住宅）
総数 持ち家
専用住宅 借家
併用住宅（農林漁業・店舗） 公営の借家

公団・公社の借家
民営借家

8 住宅の所有の関係 給与住宅

9区分Ａ
総数（住宅） 5区分Ｂ
持ち家 総数（借家）
借家 公営の借家
公営・公団・公社の借家 公団・公社の借家
公営の賃貸住宅 民営借家（設備専用）
公団・公社の賃貸住宅 民営借家（設備共用）
民営借家 給与住宅
一戸建
長屋建
共同住宅（木造）
共同住宅（非木造）
その他
給与住宅

注）設備専用…炊事用流し及び便所の両方が専用である場合
　　　　　　 （主世帯と同居世帯が共同で使用している場合を含む。）
    設備共用…炊事用流し及び便所のうち、いずれか一方あるいは両方が共用の場合
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4区分Ａ 8区分Ｂ
総数（住宅） 総数（世帯）
持ち家 主世帯 ※
借家 持ち家
公営・公団・公社の借家 借家
民営借家  公営・公団・公社の借家
給与住宅  公団・公社の借家

 民営借家
 給与住宅

2区分Ａ 同居・住宅以外の建物に居住する世帯
総数（住宅）
持ち家 ※ 住宅の所有の関係の不詳を含む
借家

4区分Ｂ
総数（世帯）

10区分 主世帯 ※
総数（世帯） 　持ち家
持ち家 借家
持ち家以外 同居・住宅以外の建物に居住する世帯
 公営の借家
 公団・公社の借家 ※ 住宅の所有の関係の不詳を含む
 民営借家（木造・設備専用）
 民営借家（木造・設備共用） 9 住宅の建て方
 民営借家（非木造・設備専用）
 民営借家（非木造・設備共用） 6区分
 給与住宅 総数（民営借家の専用住宅）
同居世帯 一戸建
住宅以外の建物に居住する世帯 長屋建

共同住宅（木造）
設備専用

9区分Ｂ 設備共用
総数（世帯） 共同住宅（非木造）
持ち家 その他
持ち家以外
公営の借家
公団・公社の借家 4区分
民営借家（木造・設備専用） 総数
民営借家（木造・設備共用） 一戸建
民営借家（非木造） 長屋建
給与住宅 共同住宅
同居・住宅以外の建物に居住する世帯 その他

2区分Ｂ 2区分
総数（世帯） 総数
持ち家 一戸建・長屋建
持ち家以外 共同住宅・その他

12区分 10 建築の時期
総数（世帯）
主世帯 ※ 11区分
持ち家 総数
借家 終戦前
 公営の借家 終戦時～昭和25年
 公団・公社の借家 昭和26年～35年
 民営借家（木造・設備専用） 昭和36年～45年
 民営借家（木造・設備共用） 昭和46年～47年
 民営借家（非木造・設備専用） 昭和48年
 民営借家（非木造・設備共用） 昭和49年
 給与住宅 昭和50年
同居世帯 昭和51年
住宅以外の建物に居住する世帯 昭和52年

昭和53年1月～9月
※ 住宅の所有の関係の不詳を含む

9区分
総数
昭和35年以前
昭和36年～45年
昭和46年～47年
昭和48年
昭和49年
昭和50年
昭和51年
昭和52年
昭和53年1月～9月
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7区分 12 住宅の設備状況
総数
終戦前 2区分Ａ
終戦時～昭和35年 総数
昭和36年～45年 炊事用流し_専用
昭和46年～50年 炊事用流し_共用
昭和51年～53年9月
昭和51年
昭和52年 4区分Ａ
昭和53年1月～9月 総数

給水設備_水道_専用
給水設備_水道_共用

6区分Ａ 給水設備_水道ではない_専用
総数 給水設備_水道ではない_共用
終戦前
終戦時～昭和25年
昭和26年～35年 4区分Ｂ
昭和36年～45年 総数
昭和46年～50年 便所_水洗_専用
昭和51年～53年9月 便所_水洗_共用

便所_水洗ではない_専用
便所_水洗ではない_共用

6区分Ｂ
総数（昭和48年以降に建築されたもの）
昭和48年 9区分
昭和49年 総数
昭和50年 炊事用流し_専用
昭和51年  炊事用流し_専用_給水設備_専用_便所_専用
昭和52年   炊事用流し_専用_給水設備_専用_便所_専用_うち浴室あり
昭和53年1月～9月  炊事用流し_専用_給水設備_専用_便所_共用

 炊事用流し_専用_給水設備_共用_うち便所_専用
炊事用流し_共用

5区分Ａ  炊事用流し_共用_給水設備_専用_便所_専用
総数  炊事用流し_共用_給水設備_専用_便所_共用
終戦前  炊事用流し_共用_給水設備_共用_うち便所_専用
終戦時～昭和35年
昭和36年～45年
昭和46年～50年 2区分Ｂ
昭和51年～53年9月 総数

浴室あり
浴室なし

5区分Ｂ
総数（昭和48年以降に建築されたもの）
昭和49年 13 住宅の延べ面積
昭和50年
昭和51年 14区分
昭和52年 総数
昭和53年1月～9月 20ｍ2未満

20～29ｍ2
30～39ｍ2

5区分Ｃ 40～49ｍ2
総数 50～59ｍ2
終戦前 60～69ｍ2
終戦時～昭和35年 70～79ｍ2
昭和36年～45年 80～89ｍ2
昭和46年～50年 90～99ｍ2
昭和51年～53年9月 100～119ｍ2

120～149ｍ2
150～199ｍ2

2区分 200～249ｍ2
総数 250ｍ2以上
昭和25年以前 1住宅当たり延べ面積（ｍ2）
昭和26年以後

6区分Ａ
11 設備専用・共用の別 総数

30ｍ2未満
2区分 30～49ｍ2
総数 50～69ｍ2
設備専用 70～99ｍ2
設備共用 100～149ｍ2

150ｍ2以上
1住宅当たり延べ面積（ｍ2）
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6区分Ｂ 15 建築面積
総数
20ｍ2未満 9区分（住宅ごとの建築面積）
20～29ｍ2 総数
30～39ｍ2 20ｍ2未満
40～49ｍ2 20～29ｍ2
50～59ｍ2 30～39ｍ2
60ｍ2以上 40～49ｍ2
1住宅当たり延べ面積（ｍ2） 50～74ｍ2

75～99ｍ2
100～124ｍ2

14 敷地面積 125～149ｍ2
150ｍ2以上

11区分（住宅ごとの敷地面積）
総数
50ｍ2未満 16 居住室数
50～74ｍ2
75～99ｍ2 10区分（住宅全体の居住室数）
100～149ｍ2 総数
150～199ｍ2 1室
200～299ｍ2 2室
300～499ｍ2 3室
500～699ｍ2 4室
700～999ｍ2 5室
1000～1499ｍ2 6室
1500ｍ2以上 7室
1住宅当たり敷地面積（ｍ2） 8室

9室
10室以上

10区分（むねごとの敷地面積）
総数
100ｍ2未満 7区分Ａ（住宅全体の居住室数）
100～199ｍ2 総数
200～299ｍ2 1室
300～399ｍ2 2室
400～499ｍ2 3室
500～699ｍ2 4室
700～999ｍ2 5室
1000～1499ｍ2 6室
1500～1999ｍ2 7室以上
2000ｍ2以上 1住宅当たり居住室数
1むね当たり敷地面積（ｍ2）

7区分Ｂ（世帯ごとの居住室数）
8区分（住宅ごとの敷地面積） 総数
総数 1室
50ｍ2未満 2室
50～74ｍ2 3室
75～99ｍ2 4室
100～149ｍ2 5室
150～199ｍ2 6室
200～299ｍ2 7室以上
300～499ｍ2 1世帯当たり居住室数
500ｍ2以上
1住宅当たり敷地面積（ｍ2）

17 居住室の畳数

7区分（住宅ごとの敷地面積） 13区分Ａ（住宅全体の居住室の畳数）
総数 総数
50ｍ2未満 6．0畳未満
50～99ｍ2 6．0～8．9畳
100～149ｍ2 9．0～11．9畳
150～199ｍ2 12．0～14．9畳
200～299ｍ2 15．0～17．9畳
300～499ｍ2 18．0～20．9畳
500ｍ2以上 21．0～23．9畳
1住宅当たり敷地面積（ｍ2） 24．0～26．9畳

27．0～29．9畳
30．0～35．9畳
36．0～47．9畳
48．0～59．9畳
60．0畳以上
1住宅当たり居住室の畳数
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7区分Ａ（住宅全体の居住室の畳数） 6区分Ｃ（世帯ごとの居住室の畳数）
総数 総数
6．0畳未満 6．0畳未満
6．0～11．9畳 6．0～11．9畳
12．0～17．9畳 12．0～17．9畳
18．0～23．9畳 18．0～23．9畳
24．0～29．9畳 24．0～29．9畳
30．0～35．9畳 30．0畳以上
36．0～47．9畳 1世帯当たり居住室の畳数
48．0畳以上
1住宅当たり居住室の畳数

6区分Ｄ（世帯ごとの居住室の畳数）
総数

6区分Ａ（住宅全体の居住室の畳数） 18．0畳未満
総数 18．0～23．9畳
6．0畳未満 24．0～29．9畳
6．0～11．9畳 30．0～35．9畳
12．0～17．9畳 36．0～47．9畳
18．0～23．9畳 48．0畳以上
24．0～29．9畳 1世帯当たり居住室の畳数
30．0畳以上
1住宅当たり居住室の畳数

（最低居住水準による必要畳数とのクロスの場合）
18区分

6区分Ｂ（住宅全体の居住室の畳数） 総数
総数 4．5畳未満
18．0畳未満 4．5～8．9畳
18．0～23．9畳 9．0～10．4畳
24．0～29．9畳 10．5～13．4畳
30．0～35．9畳 13．5～14．9畳
36．0～47．9畳 15．0～16．4畳
48．0畳以上 16．5～17．9畳
1住宅当たり居住室の畳数 18．0～19．4畳

19．5～20．9畳
21．0～22．4畳

5区分（住宅全体の居住室の畳数） 22．5～23．9畳
総数 24．0～25．4畳
12．0畳未満 25．5～26．9畳
12．0～17．9畳 27．0～28．4畳
18．0～23．9畳 28．5～29．9畳
24．0～29．9畳 30．0～31．4畳
30．0畳以上 31．5～32．9畳

33．0畳以上

13区分Ｂ（世帯ごとの居住室の畳数）
総数 （平均居住水準による必要畳数とのクロスの場合）
6．0畳未満 14区分
6．0～8．9畳 総数
9．0～11．9畳 10．0畳未満
12．0～14．9畳 10．0～12．9畳
15．0～17．9畳 13．0～15．9畳
18．0～20．9畳 16．0～18．9畳
21．0～23．9畳 19．0～21．9畳
24．0～26．9畳 22．0～24．9畳
27．0～29．9畳 25．0～27．9畳
30．0～35．9畳 28．0～30．9畳
36．0～47．9畳 31．0～33．9畳
48．0～59．9畳 34．0～36．9畳
60．0畳以上 37．0～39．9畳
1世帯当たり居住室の畳数 40．0～42．9畳

43．0～45．9畳
46．0畳以上

7区分Ｂ（世帯ごとの居住室の畳数）
総数
6．0畳未満 18 日照時間
6．0～11．9畳
12．0～17．9畳 4区分
18．0～23．9畳 総数
24．0～29．9畳 1時間未満
30．0～35．9畳 1時間～3時間未満
36．0～47．9畳 3時間～5時間未満
48．0畳以上 5時間以上
1世帯当たり居住室の畳数

6 / 15 ページ



19 日当たりの良くない原因 3区分
総数（持ち家）

4区分(日照時間が3時間未満の住宅） 昭和48年以前
総数 昭和49年～50年
北向きの居住室だけだから 昭和51年～53年9月
近くに高層建造物があるから
周囲の建築物が接近しているから
その他 24 敷地の取得の相手方の種類

5区分

（3）持ち家に関する事項 総数（持ち家）
国・都道府県・市町村

20 住宅の建て替え・購入・新築等の別 公団・公社
土地・建物業者

6区分 個人
総数（持ち家） その他
新築の建て売り・分譲住宅の購入
公団・公社など
民間 （4）世帯に関する事項
中古住宅の購入
新築（建て替えを除く） 25 世帯の種類
建て替え
その他 6区分

総数
主世帯

21 昭和49年以降に居住室を増改築したか否かの別 1人世帯
増加した居住室の畳数 1人世帯_設備専用住宅に居住

1人世帯_設備共用住宅に居住
2人以上の世帯

2区分 2人以上の世帯_設備専用住宅に居住
総数（持ち家） 2人以上の世帯_設備共用住宅に居住
居住室を増築した 同居世帯及び住宅以外の建物に居住する世帯
居住室は増築しない 普通世帯

準世帯

7区分
総数（持ち家） 5区分
6．0畳未満 総数
6．0～8．9畳 主世帯
9．0～11．9畳 同居世帯（普通世帯）
12．0～14．9畳 住宅以外の建物に居住する世帯（普通世帯）
15．0～17．9畳 同居世帯（準世帯）
18．0～20．9畳 住宅以外の建物に居住する世帯（準世帯）
21．0畳以上
1住宅当たり増加畳数

3区分Ａ
総数

22 敷地の所有の関係 主世帯
同居世帯

2区分 住宅以外の建物に居住する世帯
総数（持ち家）
所有地
借地 3区分Ｂ

総数
主世帯

23 敷地の取得の時期 同居世帯（普通世帯）
住宅以外の建物に居住する世帯（普通世帯）

11区分
総数（持ち家）
終戦前 2区分
終戦時～昭和25年 総数
昭和26年～35年 主世帯
昭和36年～45年 同居・住宅以外の建物に居住する世帯
昭和46年～47年
昭和48年
昭和49年
昭和50年
昭和51年
昭和52年
昭和53年1月～9月

（昭和49年以降に居住室を増改築したか否かの別）

（増加した居住室の畳数）
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26 世帯人員 28 世帯の型

7区分 20区分
総数 総数
1人 1人世帯
2人 1人世帯_65歳未満の単身
3人 1人世帯_65歳以上の単身
4人 2人世帯
5人 2人世帯_夫婦のみ
6人 2人世帯_その他
7人以上 3人世帯
1世帯当たり人員 3人世帯_夫婦と6歳未満の者

3人世帯_夫婦と6～17歳の者
3人世帯_夫婦と18歳以上の者

5区分 3人世帯_その他
総数 4人世帯
1人 4人世帯_夫婦と6歳未満の者
2人 4人世帯_夫婦と6～17歳の者
3人 4人世帯_夫婦と18歳以上の者
4人 4人世帯_夫婦と18歳未満及び65歳以上の者
5人以上 4人世帯_その他
1世帯当たり人員 5人世帯

5人世帯_夫婦と6歳未満の者
5人世帯_夫婦と6～17歳の者

27 世帯の収入階級 5人世帯_夫婦と18歳以上の者
5人世帯_夫婦と18歳未満及び65歳以上の者

9区分 5人世帯_その他
総数 6人以上の世帯
1，000，000円未満 6人以上の世帯_夫婦と18歳未満及び65歳以上の者
1，000，000～1，499，999円 6人以上の世帯_その他
1，500，000～1，999，999円
2，000，000～2，499，999円
2，500，000～2，999，999円 8区分
3，000，000～3，999，999円 総数
4，000，000～4，999，999円 65歳未満の単身
5，000，000～6，999，999円 65歳以上の単身
7，000，000円以上 夫婦のみ

夫婦と6歳未満の者
夫婦と6～17歳の者

5区分 夫婦と18歳以上の者
総数 夫婦と18歳未満及び65歳以上の者
1，000，000円未満 その他
1，000，000～1，999，999円
2，000，000～2，999，999円
3，000，000～4，999，999円 29 世帯の居住室の使用状況
5，000，000円以上

4区分
総数
食事する室で就寝しない
食事する室で就寝しない_分離就寝をしている
食事する室で就寝しない_分離就寝をしていない
食事する室で就寝する
食事する室で就寝する_分離就寝をしている
食事する室で就寝する_分離就寝をしていない

30 食事する室で就寝するか否かの別

2区分
総数
食事する室で就寝しない
食事する室で就寝する

31 就寝に使用している居住室数

6区分
総数
1室
2室
3室
4室
5室
6室以上
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32 最低居住水準・平均居住水準状況

16区分
総数
室数を満たしている
室数を満たしている_畳数を満たしている
室数を満たしている_畳数を満たしている_便所専用
室数を満たしている_畳数を満たしている_便所専用_浴室あり
室数を満たしている_畳数を満たしている_便所専用_浴室なし
室数を満たしている_畳数を満たしている_便所共用
室数を満たしている_畳数を満たしている_便所共用_浴室あり
室数を満たしている_畳数を満たしている_便所共用_浴室なし

室数を満たしている_畳数を満たしていない
室数を満たしている_畳数を満たしていない_便所専用
室数を満たしている_畳数を満たしていない_便所専用_浴室あり
室数を満たしている_畳数を満たしていない_便所専用_浴室なし
室数を満たしている_畳数を満たしていない_便所共用
室数を満たしている_畳数を満たしていない_便所共用_浴室あり
室数を満たしている_畳数を満たしていない_便所共用_浴室なし

室数を満たしていない
室数を満たしていない_畳数を満たしている
室数を満たしていない_畳数を満たしている_便所専用
室数を満たしていない_畳数を満たしている_便所専用_浴室あり
室数を満たしていない_畳数を満たしている_便所専用_浴室なし
室数を満たしていない_畳数を満たしている_便所共用
室数を満たしていない_畳数を満たしている_便所共用_浴室あり
室数を満たしていない_畳数を満たしている_便所共用_浴室なし

室数を満たしていない_畳数を満たしていない
室数を満たしていない_畳数を満たしていない_便所専用
室数を満たしていない_畳数を満たしていない_便所専用_浴室あり
室数を満たしていない_畳数を満たしていない_便所専用_浴室なし
室数を満たしていない_畳数を満たしていない_便所共用
室数を満たしていない_畳数を満たしていない_便所共用_浴室あり
室数を満たしていない_畳数を満たしていない_便所共用_浴室なし

3区分Ａ
総数
最低居住水準以上の世帯
うち設備専用（浴室あり）
最低居住水準未満の世帯

3区分Ｂ
総数
平均居住水準以上の世帯
うち設備専用（浴室あり）
平均居住水準未満の世帯

33 最低居住水準による必要畳数

16区分
総数
4．5畳
10．5畳
13．5畳
15．0畳
16．5畳
18．0畳
19．5畳
21．0畳
22．5畳
24．0畳
25．5畳
27．0畳
28．5畳
30．0畳
31．5畳
33．0畳以上
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34 平均居住水準による必要畳数 36 1畳当たり家賃・間代

13区分 18区分Ａ（住宅全体の家賃・間代）
総数 総数（借家・間借）
10．0～12．9畳 50円未満
13．0～15．9畳 50～199円
16．0～18．9畳 200～399円
19．0～21．9畳 400～599円
22．0～24．9畳 600～799円
25．0～27．9畳 800～999円
28．0～30．9畳 1000～1249円
31．0～33．9畳 1250～1499円
34．0～36．9畳 1500～1749円
37．0～39．9畳 1750～1999円
40．0～42．9畳 2000～2249円
43．0～45．9畳 2250～2499円
46．0畳以上 2500～2749円

2750～2999円
3000～3499円

35 1か月当たり家賃・間代 3500～3999円
4000～4999円

16区分Ａ（住宅全体の家賃・間代） 5000円以上
総数（借家・間借） 1畳当たり家賃・間代（円）（家賃・間代50円未満を含む）
50円未満 1畳当たり家賃・間代（円）（家賃・間代50円未満を含まない）
50～2499円
2500～4999円
5000～7499円 18区分Ｂ（住宅に同居する普通世帯の間代）
7500～9999円 総数（間借）
10000～12499円 50円未満
12500～14999円 50～199円
15000～17499円 200～399円
17500～19999円 400～599円
20000～24999円 600～799円
25000～29999円 800～999円
30000～34999円 1000～1249円
35000～39999円 1250～1499円
40000～49999円 1500～1749円
50000～59999円 1750～1999円
60000円以上 2000～2249円
1か月当たり家賃・間代（円）（家賃・間代50円未満を含む） 2250～2499円
1か月当たり家賃・間代（円）（家賃・間代50円未満を含まない） 2500～2749円

2750～2999円
3000～3499円

16区分Ｂ（世帯ごとの家賃・間代） 3500～3999円
総数（借家・間借） 4000～4999円
50円未満 5000円以上
50～2499円 1畳当たり間代（円）（間代50円未満を含む）
2500～4999円 1畳当たり間代（円）（間代50円未満を含まない）
5000～7499円
7500～9999円
10000～12499円
12500～14999円
15000～17499円
17500～19999円
20000～24999円
25000～29999円
30000～34999円
35000～39999円
40000～49999円
50000～59999円
60000円以上
1か月当たり家賃・間代（円）（家賃・間代50円未満を含む）
1か月当たり家賃・間代（円）（家賃・間代50円未満を含まない）
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37 現在の居住形態 （5）世帯の主な働き手に関する事項

13区分 38 世帯の主な働き手の年齢
総数
主世帯 10区分
持ち家 総数
公営の借家 25歳未満
公団・公社の借家 25～29歳
民営借家 30～34歳

民営借家_設備専用 35～39歳
民営借家_設備共用 40～44歳

一戸建・長屋建 45～49歳
一戸建・長屋建_設備専用 50～54歳
一戸建・長屋建_設備共用 55～59歳

共同住宅 60～64歳
共同住宅_設備専用 65歳以上
共同住宅_設備共用
木造
共同住宅_木造_設備専用 6区分
共同住宅_木造_設備共用 総数
非木造 25歳未満
共同住宅_非木造_設備専用 25～29歳
共同住宅_非木造_設備共用 30～39歳

その他 40～49歳
給与住宅 50～59歳
同居世帯 60歳以上
住宅以外の建物に居住する世帯

39 世帯の主な働き手の従業上の地位
12区分
総数 11区分
主世帯 総数
持ち家 自営業主
公営の借家 農林・水産業主
公団・公社の借家 商工・その他の業主
民営借家 雇用者
一戸建・長屋建 会社・団体・公社又は個人に雇われている者
共同住宅 30人未満
木造 30～99人
共同住宅_木造_設備専用 100～299人
共同住宅_木造_設備共用 300～499人
非木造 500～999人
共同住宅_非木造_設備専用 1000人以上
共同住宅_非木造_設備共用 官公の常用雇用者

その他 臨時・日雇
給与住宅 無職
同居世帯
住宅以外の建物に居住する世帯

10区分
総数

7区分 自営業主
総数 雇用者
主世帯 会社・団体・公社又は個人に雇われている者
持ち家 30人未満
公営の借家 30～99人
公団・公社の借家 100～299人
民営借家（一戸建・長屋建） 300～499人
民営借家（共同住宅・その他） 500～999人
給与住宅 1000人以上
同居世帯及び住宅以外の建物に居住する世帯 官公の常用雇用者

臨時・日雇
無職

9区分
総数
自営業主
雇用者
会社・団体・公社又は個人に雇われている者
30人未満
30～99人
100～499人
500～999人
1000人以上
官公の常用雇用者
臨時・日雇
無職
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8区分 8区分
総数 総数
自営業主 昭和35年以前
雇用者 昭和36年～45年
会社・団体・公社又は個人に雇われている者 昭和46年～47年
30人未満 昭和48年
30～99人 昭和49年
100～999人 昭和50年
1000人以上 昭和51年
官公の常用雇用者 昭和52年
臨時・日雇 昭和53年1月～9月
無職

5区分 5区分Ａ
総数 総数
自営業主 終戦前
雇用者 終戦時～昭和35年
会社・団体・公社又は個人に雇われている者 昭和36年～45年
官公の常用雇用者 昭和46年～50年
臨時・日雇 昭和51年～53年9月
無職

5区分Ｂ
3区分 総数
総数 昭和49年
自営業主 昭和50年
雇用者 昭和51年
無職 昭和52年

昭和53年1月～9月

3区分（雇用者）
総数 2区分
会社・団体・公社又は個人に雇われている者 総数
官公の常用雇用者 昭和48年以前に入居
臨時・日雇 昭和49年以後に入居

40 世帯の主な働き手の通勤時間 42 世帯の主な働き手の従前の居住地
（※世帯の主な働き手の入居時期が昭和49年以降）

8区分
総数（商工・その他の業主及び雇用者） [全国用]
自宅または住み込み
15分未満 総数　注）
15～29分 自市町村内他所
30～44分 県内他市町村
45～59分 他県
60～89分
90～119分 注）従前の居住地「国外」又は「不詳」を含む。
120分以上

[都道府県用]
41 世帯の主な働き手の入居時期

総数　注）
10区分 自市町村内他所
総数 県内他市区町村
終戦前 他県
終戦時～昭和25年 北海道
昭和26年～35年 ･
昭和36年～45年 注）従前の居住地「国外」又は「不詳」を含む。
昭和46年～47年
昭和48年
昭和49年
昭和50年
昭和51年
昭和52年
昭和53年1月～9月
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43 世帯の主な働き手の従前の居住形態 45 世帯の主な働き手の従前の居住室の畳数
（※世帯の主な働き手の入居時期が昭和49年以降）

11区分 6区分
総数 総数
親族の家 6．0畳未満
持ち家 6．0～11．9畳
公営の借家 12．0～17．9畳
公団・公社の借家 18．0～23．9畳
民営借家（一戸建・長屋建） 24．0～29．9畳
民営借家（共同住宅） 30．0畳以上
給与住宅 従前の1人当たり畳数
下宿又は間借り
商店などに住込み
寄宿舎・寮 （6）住環境・都市計画に関する事項
その他

46 都市計画の地域区分

8区分 18区分
総数 総数
親族の家 都市計画区域
持ち家 市街化区域
公営の借家 工業区域
公団・公社の借家 工業Ａ区域
民営借家（一戸建・長屋建） 工業専用地域
民営借家（共同住宅） 工業専用地域とその他
給与住宅 工業地域
その他　1） 工業地域とその他

工業Ｂ区域
1）11区分の「下宿又は間借り」、「商店などに住込み」、 準工業地域
「寄宿舎・寮」及び「その他」の合計。 準工業地域とその他

商業区域
7区分 商業Ａ区域
総数 商業地域
持ち家 商業地域とその他
公営の借家 商業Ｂ区域
公団・公社の借家 近隣商業地域
民営借家（一戸建・長屋建） 近隣商業地域とその他
民営借家（共同住宅） 住居区域
給与住宅 住居Ａ区域
その他　2） 住居地域

住居地域とその他
2）　11区分の「親族の家」、「下宿又は間借り」、「商店などに住込み」、 住居Ｂ区域
「寄宿舎・寮」及び「その他」の合計。 第2種住居専用地域

第2種住居専用地域とその他
6区分 第1種住居専用地域
総数(従前の居住形態が持ち家及び借家に住む世帯) 市街化調整区域
持ち家 市街化区域未設定の区域
公営の借家 都市計画区域以外の区域
公団・公社の借家
民営借家（一戸建・長屋建）
民営借家（共同住宅） 2区分
給与住宅 総数

防火区域（防火地域及び準防火地域）
その他の地域

2区分
総数(従前の居住形態が持ち家及び借家に住む世帯)
持ち家
借家

44 世帯の主な働き手の従前の世帯人員

5区分
総数
1人
2人
3人
4人

5人以上

（※世帯の主な働き手の入居時期が昭和49年以降で従前の居住形態が持家）

（※世帯の主な働き手の入居時期が昭和49年以降で従前の居住形態が持家）
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（7）利用率に関する事項

47 建築面積の敷地面積に対する割合

9区分（住宅ごとの敷地面積に対する建築面積の割合）
総数（一戸建及び長屋建）
20．0％未満
20．0～29．9％
30．0～39．9％
40．0～49．9％
50．0～59．9％
60．0～69．9％
70．0～79．9％
80．0～89．9％
90．0％以上
1住宅当たり利用率(％)

48 延べ面積の敷地面積に対する割合

12区分（住宅ごとの敷地面積に対する延べ面積の割合）
総数
20．0％未満
20．0～29．9％
30．0～39．9％
40．0～49．9％
50．0～59．9％
60．0～69．9％
70．0～79．9％
80．0～89．9％
90．0～99．9％
100．0～119．9％
120．0～149．9％
150．0％以上
1住宅当たり利用率(％)

9区分（むね全体の敷地面積に対する延べ面積の割合）
総数
50．0％未満
50．0～59．9％
60．0～79．9％
80．0～99．9％
100．0～149．9％
150．0～199．9％
200．0～299．9％
300．0～399．9％
400．0％以上
1むね当たり利用率(％)

49 居住室の広さの延べ面積に対する割合

9区分
総数
20．0％未満
20．0～29．9％
30．0～39．9％
40．0～49．9％
50．0～59．9％
60．0～69．9％
70．0～79．9％
80．0～89．9％
90．0％以上
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地域区分 距離帯

1 地域区分 東京50キロ圏
東京0～10ｋｍ未満

全国 東京10～20ｋｍ未満
市部 東京20～30ｋｍ未満
北海道 東京30～40ｋｍ未満
北海道札幌市 東京40～50ｋｍ未満
北海道札幌市中央区 名古屋40キロ圏
〜 名古屋0～10ｋｍ未満

青森県 名古屋10～20ｋｍ未満
〜 名古屋20～30ｋｍ未満
沖縄県 名古屋30～40ｋｍ未満
沖縄県那覇市 大阪50キロ圏
〜 大阪0～10ｋｍ未満
沖縄県沖縄市 大阪10～20ｋｍ未満

大阪20～30ｋｍ未満
※市区は、人口が5万人以上の市区のみ 大阪30～40ｋｍ未満

大阪40～50ｋｍ未満

大都市

札幌市
大都市圏 東京都特別区部

横浜市
札幌大都市圏 川崎市
京浜大都市圏 名古屋市
中京大都市圏 京都市
京阪神大都市圏 大阪市
北九州・福岡大都市圏 神戸市

北九州市
都市圏 福岡市

仙台都市圏
岡山都市圏
広島都市圏
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